
みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施要領 

（地域活性化支援事業） 

 

第１ 趣 旨 

この要領は、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第１９条の規定に基づき、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業のうち、「地

域活性化支援事業」の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

  中山間地域において、地域の伝統文化の伝承や都市部との交流、地域産業の発掘・発展などの活

動を通じて、地域の活性化を図ることを目的とする。 

 

第３ 事業の内容 

１ 本事業は、中山間地域において、地域の伝統文化の伝承、景観・環境の保全、都市部との交流な

ど地域の誇りを再生・発展させる取組や、地域産業の発掘・発展、復活などの取組に要する経費を

助成する事業とする。 

２ 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 

（１）事業活動範囲を中山間地域とする事業又は中山間地域を含む広域的な地域において行う事業で

あり、かつ事業活動範囲に含まれる中山間地域の課題の解決を地域住民とともに図る取組である

こと。 

（２）宗教活動、政治活動でないこと。 

（３）社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 

（４）助成対象経費について国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

 

第４ 事業実施主体 

１ 本事業の事業実施主体は、市町、市町長が必要と認める個人事業者、企業、農業協同組合（ただ

し、地域産業取組については生産組織に係る取組は対象としない。）・商工会議所・商工会連合

会等、広域的地域運営組織、集落単位で活動を行う団体・グループ、ＮＰＯ・ボランティア団体・

自治会・老人クラブ等の住民団体（法人格の有無を問わない。) とする。 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象

としない。 

 

第５ 事業の実施手続き 

 本事業の実施手続きは次に掲げるとおりとし、ソフト事業のみの場合、間接補助又は直接補助の

いずれかを選択できるものとする。 

（１）交付申請 

  ア 間接補助の場合（ハード事業及びソフト事業） 

 （ア）事業実施主体は、要綱第７条第２項に係る申請書（以下「申請書」という。）（要綱様式第

１号）を作成し、当該事業実施地を管轄する市町長に提出するものとする。 

 （イ）市町長は、（ア）により提出された申請書を適当と認めるときは、鳥取県補助金等交付規則

（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第５条に係る様式第１号を作成し、

（ア）の申請書とともに別表のとおり知事又は各総合事務所長（東部地域にあっては東部地域

振興事務所長、日野地域にあっては西部総合事務所日野振興センター所長とする。以下「所長

等」という。）に提出するものとする。 

 （ウ）所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、市町長に交付決定通知（要綱様式第２号）を

行うものとする。 

イ 直接補助の場合（ソフト事業のみ） 

（ア）事業実施主体は、申請書（要綱様式第１号）を作成し、活動予定市町長の意見を付して、規

則第５条に係る様式第１号と併せて、所長等に提出するものとする。 

 （イ）所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、事業実施主体に交付決定通知（要綱様式第２

号）を行うとともに、市町長に対して写しを送付するものとする。  

（２）実績報告 

ア 間接補助の場合 



（ア）事業実施主体は、要綱第１３条に係る報告書（以下「報告書」という。）（要綱様式第１号）

を作成し、交付申請した市町長に提出するものとする。 

（イ）市町長は、（ア）により提出された報告書を適当と認めるときは、規則第１７条に係る様式

第３号を作成し、（ア）の報告書とともに別表のとおり所長等に提出するものとする。 

（ウ）所長等は、報告の内容が適当と認めるときは、市町長に額の確定通知を行うものとする。 

イ 直接補助の場合 

（ア）事業実施主体は、報告書（要綱様式第１号）を作成し、規則第１７条に係る様式第３号を付

して所長等に提出するものとする。 

（イ）所長等は、市町長の協力を得ながら報告の内容を審査し、適当と認めるときは、事業実施主

体に額の確定通知を行うとともに、市町長に対して写しを送付するものとする。 

 

 

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 



みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施要領 

（中山間地域コミュニティビジネス支援事業） 
 

第１ 趣 旨 

この要領は、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第１９条の規定に基づき、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業のうち、「中

山間地域コミュニティビジネス支援事業」の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

  中山間地域において、地域資源の活用による特産品づくりや販売関連施設整備などを通じて、地

域における新たな産業等を創出し、地域住民の活力を引き出すような取組や、地域に不足するサー

ビスへの取組を支援し、豊かな地域生活を確保することを目的とする。 

 

第３ 事業の内容 

１ 本事業は、中山間地域において、地域資源を活用した特産品づくりのための製造・販売施設、農

家レストラン、宿泊施設の整備など新たな起業や、社会貢献を伴うコミュニティビジネスを開始し

ようとする者の起業又は既に実施している事業者への事業拡大に伴う整備等に要する経費を助成す

る事業とする。 

２ 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 

（１）事業活動範囲を中山間地域とする事業又は中山間地域を含む広域的な地域において行う事業で

あり、かつ事業活動範囲に含まれる中山間地域の課題の解決を地域住民とともに図る取組である

こと。 

（２）原則として有償で行われ、かつ継続性のある事業であること。 

（３）事業実施に必要な関係法令に規定する許認可等を得ていること又は得る予定であること。 

（４）宗教活動、政治活動でないこと。 

（５）社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 

（６）助成対象経費について国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

 

第４ 事業実施主体 

１ 本事業の事業実施主体は、市町長が必要と認める個人事業者、企業、農業協同組合（ただし地域

産業取組については生産組織に係る取組は対象としない。）・商工会議所・商工会連合会等、広

域的地域運営組織、集落単位で活動を行う団体・グループ、ＮＰＯ・ボランティア団体・自治会、

老人クラブ等の住民団体（法人格の有無を問わない) 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象

としない。 

 

第５ 事業の実施手続き 

 本事業の実施手続きは次に掲げるとおりとし、ソフト事業のみの場合、間接補助又は直接補助の

いずれかを選択できるものとする。 

（１）交付申請 

 ア 間接補助の場合（ハード事業及びソフト事業） 

（ア）事業実施主体は、要綱第７条第２項に係る申請書（以下「申請書」という。）（要綱様式第

１号）を作成し、当該事業実施地を管轄する市町長に提出するものとする。 

（イ）市町長は、（ア）により提出された申請書を適当と認めるときは、鳥取県補助金等交付規則

（昭和３２年鳥取県規則第２２号。以下「規則」という。）第５条に係る様式第１号を作成し、

（ア）の申請書とともに別表のとおり知事又は各総合事務所長（東部地域にあっては東部地域振

興事務所長、日野地域にあっては西部総合事務所日野振興センター所長とする。以下「所長等」

という。）に提出するものとする。 

（ウ）所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、市町長に交付決定通知（要綱様式第２号）を

行うものとする。 

イ 直接補助の場合（ソフト事業のみ） 

（ア）事業実施主体は、申請書（要綱様式第１号）を作成し、活動予定市町長の意見を付して、規

則第５条に係る様式第１号と併せて、所長等に提出するものとする。 

（イ）所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、事業実施主体に交付決定通知（要綱様式第２

号）を行うとともに、市町長に対して写しを送付するものとする。  

（２）実績報告 



ア 間接補助の場合 

（ア）事業実施主体は、要綱第１３条に係る報告書（以下「報告書」という。）（要綱様式第１号）

を作成し、交付申請した市町長に提出するものとする。 

（イ）市町長は、（ア）により提出された報告書を適当と認めるときは、規則第１７条に係る様式

第３号を作成し、（ア）の報告書とともに別表のとおり所長等に提出するものとする。 

（ウ）所長等は、報告の内容が適当と認めるときは、市町長に額の確定通知を行うものとする。 

イ 直接補助の場合 

（ア）事業実施主体は、報告書（要綱様式第１号）を作成し、規則第１７条に係る様式第３号を付

して所長等に提出するものとする。 

（イ）所長等は、市町長の協力を得ながら報告の内容を審査し、適当と認めるときは、事業実施主

体に額の確定通知を行うとともに、市町長に対して写しを送付するものとする。 

   

第６ 事業実施状況報告 

（１）事業実施主体は、事業計画に対する達成状況を事業実施年度の翌年度から３年間について、市

町長へ別記様式１により翌年６月３０日までに提出するものとする。 

（２）（１）の報告を受けた市町長は、受理した報告書の写しを速やかに所管の所長等に提出するも

のとする 

 

  附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 



みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施要領 

（地域遊休施設活用支援事業） 

 

第１ 趣 旨 

この要領は、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第１９条の規定に基づき、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業のうち、「地

域遊休施設活用支援事業」の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

  中山間地域において、地域の遊休施設（空き店舗、空き校舎、空き倉庫等）を活用し、ハード・

ソフトの両面から総合的な地域の活性化を図ることを目的とする。 

 

第３ 事業の内容 

１ 本事業は、中山間地域において、地域の遊休施設を改修し、住民の交流施設や地域レストラン、

農産物加工施設など新たな地域コミュニティの再生を図るための取組に要する経費を助成する事業

とする。 

２ 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 

（１）事業活動範囲を中山間地域とする事業又は中山間地域を含む広域的な地域において行う事業で

あり、かつ事業活動範囲に含まれる中山間地域の課題の解決を地域住民とともに図る取組である

こと。 

（２）宗教活動、政治活動でないこと。 

（３）社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 

（４）助成対象経費について国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

（５）事業対象となる遊休施設は、建設当初又は改修時に助成金等の交付を受けている場合は、財産

処分等規定された手続きが終了又は終了見込みであること。 

（６）事業対象とする遊休施設について、事業実施主体が事業を実施するために必要な権利を有して

いること。 

 

第４ 事業実施主体 

１ 本事業の事業実施主体は、市町、広域的地域運営組織、集落単位で活動を行う団体・グループ、

ＮＰＯ・ボランティア団体・自治会・老人クラブ等の住民団体（法人格の有無を問わない)とする。 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象

としない。 

 

第５ 事業の実施手続き 

本事業の実施手続きは次に掲げるとおりとする。 

（１）事業実施主体は、当該市町長へ事業実施計画書（共通様式）を提出するものとする。 

（２）市町長は事業計画の内容を適当と認めるときは、事業実施計画書を中山間地域政策課に提出期

限までに提出するものとする。 

     なお、提出期限は中山間地域政策課長が別に定める。 

（３）事業の採択にあたっては、提出のあった事業計画の中から民間等を含めた審査会における事業

の審査に基づき決定する。 

  ア 審査方法 

     審査書類及び必要に応じてプレゼンテーションによる審査会を実施し、助成する事業計画を

審査する。 

  イ 審査基準、採点基準、採択方法 

    審査基準は以下のとおりとする。 

  （ア）社会貢献性・事業の必要性 

     事業そのものが地域課題解決に寄与する取組かどうか、地域に必要な事業かどうか等 

  （イ）事業開始の実現性 

       資金調達（自己資金）の確保等の資金計画が妥当か、必要な人材は確保されているか、ニ

ーズはあるか、事業実施に向けたスケジュールが妥当か等 

  （ウ）事業の今後の継続性等 



     収支計画は実現性のある計画か（利用者数、利用料、運営経費、人材確保等） 

  （エ）地域経済への貢献度等 

       中山間地域の雇用促進、地域産物等の活用等が図られるか、高齢者の見守りなど事業によ

る効果以外の社会貢献が期待できるか、他地域への波及効果が期待できるかどうか等。 

     なお、採点基準及び採択方法は中山間・地域交通局長が別に定める。 

  ウ 結果の連絡 

       審査結果については、審査を受けた全ての団体に文書にて通知する。なお、採択された事業

案件は公表することがある。 

  エ 採択された場合、市町長は鳥取県補助金等交付規則（昭和３２年鳥取県規則第２２号。）第

５条に係る様式第１号を作成し、要綱様式第 1 号とともに別表のとおり知事又は各総合事務所

長（東部地域にあっては東部地域振興事務所長、日野地域にあっては西部総合事務所日野振興

センター所長とする。以下「所長等」という。）に提出するものとする。 

     オ 所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、市町長に交付決定通知（要綱様式第２号）を

行うものとする。 

 

第６ 事業実施状況報告 

（１）事業実施主体は、本事業の実施年度の翌年度から３年間、事業計画に対する毎年度の達成状況

について、市町長へ別記様式１により翌年度６月３０日までに提出するものとする。 

（２）（１）の報告を受けた市町長は、受理した報告書の写しを速やかに所管の所長等に提出するも

のとする。 

   

附 則 

この要領は、平成２９年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 

 



みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施要領 

（安全・安心活動支援事業） 

 

第１ 趣 旨 

この要領は、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業費補助金交付要綱（以下「要綱」

という。）第１９条の規定に基づき、みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業のうち、「安

全・安心活動支援事業」の実施に関し必要な事項を定めるものとする。 

 

第２ 目 的 

  中山間地域において日常生活を送るうえで、まちなかに比べ生活条件が不利となる自然現象（豪

雪や鳥獣出没等）や地理等に伴う特有の課題に対し、地域住民同士の事前の話し合いを通じた共助

の取組を進めることにより、安心して生活できる環境を確保するとともに、地域コミュニティの維

持・活性化につなげることを目的とする。 

 

第３ 事業の内容 

１ 本事業は、まちなかに比べ生活条件が不利となる自然現象や地理等中山間地域に特有の課題に対

して、事前の取組に要する経費（集落を超えた広域的地域での除雪ボランティアの組織化、集落内

の除雪体制整備、共助による生活支援に係る研修会等の開催、先進地視察、住宅の雪囲い・防護柵

設置、地域防災計画の策定等）を助成する事業とする。 

２ 対象事業は次に掲げるすべての条件を満たすことを要するものとする。 

（１）事業活動範囲を中山間地域とする事業又は中山間地域を含む広域的な地域において行う事業で

あり、かつ事業活動範囲に含まれる中山間地域の課題の解決を地域住民とともに図る取組である

こと。 

（２）取組方法として、単なる資機材導入・更新ではなく、日常生活の中で住民が共同で継続して取

り組むものであること。 

（３）宗教活動、政治活動でないこと。 

（４）社会通念上の良識に反する行為又は違法な行為を伴う事業でないこと。 

（５）助成対象経費について国又は県の他の助成金等の交付を受けない事業であること。 

 

第４ 事業実施主体 

１ 本事業の事業実施主体は、市町、市町長が必要と認める広域的地域運営組織、集落単位で活動を

行う団体・グループ、ＮＰＯ・ボランティア団体・自治会・老人クラブ等の住民団体（法人格の有

無を問わない)とする。 

２ 宗教活動や政治活動を主たる目的とする団体、暴力団又は暴力団員の統制の下にある団体は対象

としない。 

 

第５ 事業の実施手続き 

 本事業の実施手続きは次に掲げるとおりとする。 

（１）事業実施主体は、要綱第７条第２項に係る申請書（以下「申請書」という）（要綱様式第１号）

を作成し、当該事業実施地を管轄する市町長に提出するものとする。 

（２）市町長は、（１）により提出された申請書を適当と認めるときは、鳥取県補助金等交付規則（昭

和３２年鳥取県規則第２２号）第５条に係る申請書（規則様式第１号）を作成し、申請書ととも

に別表のとおり知事又は各総合事務所長（東部地域にあっては東部地域振興事務所長、日野地域

にあっては西部総合事務所日野振興センター所長とする。以下「所長等」という。）に提出する

ものとする。 

（３）所長等は、申請の内容が適当と認めるときは、市町に交付決定通知（要綱様式第２号）を行う

ものとする。 

   

附 則 

この要領は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則 

この要領は、平成３１年４月１日から施行する。 

附 則 



この要領は、令和元年７月５日から施行する。 

附 則 

この要領は、令和２年４月１日から施行する。 

 



別表 

 

１ 地 区 ２ 該当市町 ３ 宛 先  ４ 提出先 

東 部 鳥取市、岩美町、八頭

町、若桜町、智頭町 

鳥取県東部地域振興事

務所 

東部振興課 

中 部 倉吉市、湯梨浜町、三

朝町、琴浦町、北栄町 

鳥取県中部総合事務所

長 

地域振興局 

西 部 米子市、大山町、南部

町、伯耆町 

鳥取県西部総合事務所

長 

地域振興局 

日 野 日南町、日野町、江府

町 

鳥取県西部総合事務所

日野振興センター所長 

日野振興センター 

 

 

 



共通様式（第５関係） 

 

  ○○年度みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施計画書 

 

１ 事業実施主体の概要 

実施主体名  
代表者氏名  
所在地・連絡先  
組織の概況  

 ※組織の概況：これから起業する場合には予定を記入 

 

２ 事業計画の概要 

(1)事業の内容 

 

    

 

 

(2)事業対象範囲 

    
 

(3)実施（予定）期間  

(4)事業の目的・背景 

 
 

(5)社会貢献性・ 

事業の必要性 
※記入のポイント（以下（６）～（８）についても同様、できるだけポイント

を含めた記入をお願いします。） 

□ どのような地域課題の解決につながるのか 他 

(6)事業開始の実現 

性 

 

□ 資金調達（自己資金）の確保等 

□ 必要な人材の確保 

□ 地域の要望 

 □ 事業実施に向けたスケジュール 他 

(7)事業の今後の継 

続性 

 

□ 収支計画の概要（経営又は運営安定年までの収入、支出等） 

□ 顧客又は利用者数の確保はどのように図っていくのか 他 

 

(8)地域経済への貢献

度等 

 

□ 中山間地域の雇用促進、地域産物等の活用内容があれば記入 

  □ 見守り活動など事業による効果以外の社会貢献があれば記入 

  □ 既存のサービス提供手法と比較してアピールする点 他 

 

 

 



(9)参入の形態 

 

 

該当に○を記入（地域遊休施設活用支援事業は記入不要） 

 ア 新規参入 

 イ コミュニティビジネス実施事業者の規模拡大 

ウ 既存事業の継続のための車両の更新（移動販売事業に限る） 

 

 

 

３ 市町村の担当部署・支援内容 

（１）担当部署 

 市町村名  
 担当部署  
 担当者職・氏名  
 電話/ﾌｧｸｼﾐﾘ  
電子ﾒｰﾙ  

       

（２）支援内容 

※事業の遂行支援（例：除雪支援等）、事業者のPR支援（例：広報誌でのPR等）、 

事業者と地元との調整支援等補助金交付以外の別途支援（予定）があれば記入。 

 

 

 

 

 

 

４ 事業費の内訳 

                                                                        （単位：千円） 

 

科 目 
 

積  算 
 

事業費 
財源内訳 

県 費 市町村費 その他 

（例） 

 店舗改修 

 車両購入 

 

 整備費12,000千円   

 うち補助対象事業費10,000千円 

  うち○ ○費 ○○○千円 

    ○○○費  ○○千円 

              等 

 

   10,000 
 

   5,000 
 

     0 
 

   5,000 

合 計  10,000 5,000 0 5,000 

 

 

５ 添付資料 

（１）事業者の概要が把握できる資料 

   （団体の規約、役員及び構成メンバーの所属、氏名、活動内容等） 

（２）事業計画の概要が把握できる図面、見積書、契約書、パンフレット等 

（３）当該事業に係る収支計画書（現状及び 3 年間） 

 



別記様式１（中山間地域コミュニティビジネス支援事業 第６の（１）関係） 

 

  ○○年度みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施状況報告書 

 

１ 事業実施主体の概要 

実施主体名  
代表者氏名  
所在地・連絡先  

 

２ 事業計画の概要 

(1)事業の内容 

 
 

(2)事業対象範囲     
(3)実施期間  

 

３ 営業実績 

  年度（1 年目）  年度（２年目）  年度（３年目） 

延客数若しくは受益者数 

    
人 人 人 

収支決算    （単位：千円） 

■収入 

売上高（C） 

   

■支出 

仕入原価 

人件費 

販売費 

運営費 ※１ 

    等 

        支出合計（D） 

   

■差引（C－D）    

※その他、収入、支出項目については適宜変更・追加してください。 

 

４ 今後の課題及び対応策 

今 後 の 課 題 
 

 

課題に対する対応策 
 

 

 

 

 

 

 

 

 



別記様式２（地域遊休施設活用支援事業 第６の（１）関係） 

 

  年度みんなで取り組む中山間地域活性化総合支援事業実施状況報告書 

 

１ 事業実施主体の概要 

実施主体名  
代表者氏名  
所在地・連絡先  

 

２ 事業計画の概要 

(1)事業の内容 

 
 

(2)事業対象範囲     
(3)実施期間  

 

３ 施設利用実績 

  年度（1 年目）  年度（２年目）  年度（３年目） 

延利用者数 

    
人 人 人 

収支決算    （単位：千円） 

■収入 

利用料 

補助金 

その他 

      収入合計（C） 

   

■支出 

人件費 

光熱水費 

賃料 

    等 

        支出合計（D） 

   

■差引（C－D）    

 収入、支出項目については適宜変更・追加してください。 

 

４ 今後の課題及び対応策 

今 後 の 課 題 
 

 

課題に対する対応策 
 

 

 

 

 


